
3予算額 R3決算額 R4予算額 R4決算額 R5予算額
事業費（千円）

8,367 6,749 74,124 11,122 10,340 10,123 8,444

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 1,844 0 346 0 484 1,

令

039

地方債 0 0 60

和

,000 0 0 0 0

その

0

他 0 0 10,301 0

4

0 0 0

一般財源 8,3

年

67 4,905 3,8

度

23 10,776 10

日

,340 9,639 7

進

,405

人
件
費

業務量

市

0.00 人 0.00 人

事

0.75 人 0.00 人

務

正規職員
人件費 0.0

事

0 0.00 4,859

業

.00 0.00

会計年

評

度 業務量 0.00 人 0

価

.00 人 0.00 人 0

シ

.00 人

任用職員 人件

ー

費 0.00 0.00 0

ト

.00 0.00

総事業

大

費（千円） 6,749

事

11,122 14,9

業

82 0

1 020802

名

00-0102

コード

中事業名 計画区分

担当部等 担当課等

総
合
計
画

コード 名　　　　称

予
算
科
目

コード 名　　　　称

基本目標
会計

款

基本施策
項

主要施策
目

大

中

根拠法令・条例等

基本計画等

１　事業概要「PLAN（計画）」

事務事業の概要

対象

意図（目的）

手段

２　実施結果「DO（実施）」

事業費（千円）

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

人
件
費

業務量 人 人 人 人
正規職員

人件費

会計年度 業務量 人 人 人 人

任用職員 人件費

総事業費（千円）

1 02080200-0102

令和04年度日進市事務事業評価シート

大事業名 災害対策事業 コード 02080200-0102

中事業名 防災情報システム等維持整備事業 計画区分 ①

担当部等 生活安全部 担当課等 防災交通課

総
合
計
画

コード 名　　　　称

予
算
科
目

コード 名　　　　称

基本目標 02
安全・安心を高める 会計 1 一般会計

款 09
消防費

基本施策 08
防災・危機管理

項 01
消防費

主要施策 02
防災体制の強化

目 04
災害対策費

大 01
災害対策事業

中 02
防災情報システム等維持整備事業

根拠法令・条例等 災害対策基本法

基本計画等 日進市地域強靱化計画、日進市地域防災計画

１　事業概要「PLAN（計画）」

災害時の通信情報伝達手段としてのデジタル地域防災無線機器、Ｊアラートを用いた情報伝
達手段や雨量河川水位観測システム等の防災情報システムの保守点検管理を実施するほか、

事務事業の概要 動作確認等を行う。また、県が開発した県高度ネットワークシステムと連携した市町村防災
支援システムを利用し、災害時の情報収集、伝達を迅速に対応する。

対象 防災情報システム等

国や県と連動したシステム等について、適切な整備、維持管理を行う。

意図（目的）

手段 防災情報システムの保守点検、定期交換部品等の交換、市町村防災支援システムの利用　等

２　実施結果「DO（実施）」

R2予算額 R2決算額 R



縮小 ○休廃止

方向性 コスト投入 ○拡大 ●維持 ○縮小 ○皆減
今後 防災行政無線基地局の更新、音声伝達ができる同報系無線の整備を行う

令

。
（１～３年以内）

実

和

施可能な

改善内容

【ア

0

ウトプット指標】
防災

4

情報システム数 単位 シ

年

ステム指標名

R2年度

度

R3年度 R4年度 R5

日

年度
指標データ 目標 実

進

績 目標 実績 目標 実績 目

市

標
5.00 5.00 5

事

.00 5.00 5.0

務

0 5.00 5.00

【

事

アウトカム指標】
にっ

業

しんお知らせメール登

評

録者数 単位 人指標名

R

価

2年度 R3年度 R4年

シ

度 R5年度
指標データ

ー

目標 実績 目標 実績 目標

ト

実績 目標
8,372.

実

00 8,947.00

施

10,000.00 1

す

0,695.00 11

る

,000.00 10,

具

483.00 11,0

体

00.00

にっしんお

的

知らせメール登録者数

な

式

にっしんお知らせメ

改

ールは雨量河川水位観

善

測システム、Jアラー

内

トで伝達される災害情

容

報を
指標の狙い 配信で

今

きるため、システムの

後

整備がメール登録者数

（

を増やすものと考えら

１

れる。

2 020802

～

00-0102

３年以内）

実施可能な

改善内容

取り組んだこと

成果

課題

３　事業の分析「CHECK（評価）」

評価結果

評価の理由

４　今後の方向性「ACTION（改善）」

実施する具体的な

改善内容

今後の 成果

方向性 コスト投入

今後

（１～３年以内）

実施可能な

改善内容

【アウトプット指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

【アウトカム指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

式

指標の狙い

2 02080200-0102

令和04年度日進市事務事業評価シート
○令和 4年度に記載した具体的な改善内容

Jアラート自動起動装置更新業務を行う。
令和 4年度に

実施する具体的な

改善内容

今後 防災情報システム等の維持管理を行う。
（１～３年以内）

実施可能な

改善内容

令和 4年度に
Jアラート自動起動装置更新業務を実施した。また、防災行政無線スプリアス対応更新業務
が完了した。

取り組んだこと

保守期間を過ぎていたJアラート自動起動装置を更新することで、継続稼働を確保した。防

成果 災行政無線をスプリアス対応機器に更新したことで、継続使用が可能となった。

防災行政無線の子局はスプリアス対応のものに機器の更新を行ったが、基地局は平成１６年

課題 度に導入したものであり、経年劣化、故障の際の部品の取替ができなくってきているため、
基地局の更新が必要。また、国から令和７年度までに音声伝達ができる同報系無線整備が求
められている。

３　事業の分析「CHECK（評価）」

評価結果 Ｃ 一部改善が必要 前年度評価結果 Ｃ
防災行政無線基地局の更新、音声伝達ができる同報系無線の整備が必要。

評価の理由

４　今後の方向性「ACTION（改善）」

令和 5年度に
現行システムの点検業務。福祉避難所となる保育園４園に携帯型無線機を配備する。

実施する具体的な

改善内容

今後の 成果 ○拡充 ●維持 ○



R4予算額 R4決算額 R5予算額
事業費（千円）

7,133 6,614 7,153 6,411 7,740 7,160 7,756

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0 0 0

その他 121 62 121 4

令

7 1 268 1

一般財源

和

7,012 6,552

0

7,032 6,364

4

7,739 6,892

年

7,755

人
件
費

業務

度

量 0.00 人 0.00

日

人 0.48 人 0.00

進

人
正規職員

人件費 0.

市

00 0.00 3,10

事

9.00 0.00

会計

務

年度 業務量 0.00 人

事

0.00 人 0.00 人

業

0.00 人

任用職員 人

評

件費 0.00 0.00

価

0.00 0.00

総事

シ

業費（千円） 6,61

ー

4 6,411 10,2

ト

69 0

1 021001

大

00-0103

事業名 コード

中事業名 計画区分

担当部等 担当課等

総
合
計
画

コード 名　　　　称

予
算
科
目

コード 名　　　　称

基本目標
会計

款

基本施策
項

主要施策
目

大

中

根拠法令・条例等

基本計画等

１　事業概要「PLAN（計画）」

事務事業の概要

対象

意図（目的）

手段

２　実施結果「DO（実施）」

事業費（千円）

財
源
内
訳

特
定
財
源

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

人
件
費

業務量 人 人 人 人
正規職員

人件費

会計年度 業務量 人 人 人 人

任用職員 人件費

総事業費（千円）

1 02100100-0103

令和04年度日進市事務事業評価シート

大事業名 防犯対策事業 コード 02100100-0103

中事業名 放置自転車対策事業 計画区分 ①

担当部等 生活安全部 担当課等 防災交通課

総
合
計
画

コード 名　　　　称

予
算
科
目

コード 名　　　　称

基本目標 02
安全・安心を高める 会計 1 一般会計

款 02
総務費

基本施策 10
交通安全・防犯・消費者行政

項 01
総務管理費

主要施策 01
地域における交通安全対策の推進

目 09
防犯活動費

大 01
防犯対策事業

中 03
放置自転車対策事業

根拠法令・条例等 日進市自転車等の放置の防止に関する条例　等

基本計画等

１　事業概要「PLAN（計画）」

駐輪場の管理及び利用者への指導の委託、放置自転車の撤去・保管・返還業務の委託を行う
ほか、放置禁止区域外についても、１週間以上の放置を確認した後に撤去を行うことで、市

事務事業の概要 内の放置自転車を減少させる。日進駅について、駐輪場整備の必要性等を確認するため利用
実態調査等を実施する。

対象 駅の利用者

放置自転車が減少することで、駐輪場収容台数の有効活用や利用者の利便性だけでなく、防
犯環境の向上にもつながる。

意図（目的）

手段 駐輪場の管理、放置自転車の撤去・保管・返還、新たな放置禁止区域の検討　等

２　実施結果「DO（実施）」

R2予算額 R2決算額 R3予算額 R3決算額



CTION（改善）」

令和 5年度に
現状、駅周辺の放置自転車等は増加傾向にあるため、費用対効果を高められるよう委託業務
内容

令

の見直しや、放置自転

和

車に関する効果的な周

0

知啓発方法を検討する

4

。
実施する具体的な ま

年

た、自転車盗の増加に

度

対し効果的な対策を検

日

討する。
改善内容

今後

進

の 成果 ○拡充 ●維持 ○

市

縮小 ○休廃止

方向性 コ

事

スト投入 ○拡大 ●維持

務

○縮小 ○皆減
今後 駅周

事

辺の自転車等放置禁止

業

区域に設置された路面

評

標示等について、経年

価

劣化等による損傷が
（

シ

１～３年以内） 目立つ

ー

箇所があるため、効果

ト

的な更新計画を検討し

実

ていく。
実施可能な

改

施

善内容

【アウトプット

す

指標】
放置自転車延べ

る

撤去従事者数 単位 人指

具

標名

R2年度 R3年度

体

R4年度 R5年度
指標

的

データ 目標 実績 目標 実

な

績 目標 実績 目標
48.

改

00 49.00 44.

善

00 70.00 66.

内

00 66.00 66.

容

00

【アウトカム指標

今

】
放置自転車等撤去数

後

単位 台指標名

R2年度

（

R3年度 R4年度 R5

１

年度
指標データ 目標 実

～

績 目標 実績 目標 実績 目

３

標
380.00 185

年

.00 167.00 1

以

86.00 167.0

内

0 227.00 167

）

.00

放置自転車等撤

実

去数(台)
式

市内の巡

施

回を定期的に行うと同

可

時に放置自転車等の撤

能

去を積極的に行い、放

な

置自転車等の減
指標の

改

狙い 少を目標とする。

善

 

2 02100100

内

-0103

容

取り組んだこと

成果

課題

３　事業の分析「CHECK（評価）」

評価結果

評価の理由

４　今後の方向性「ACTION（改善）」

実施する具体的な

改善内容

今後の 成果

方向性 コスト投入

今後

（１～３年以内）

実施可能な

改善内容

【アウトプット指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

【アウトカム指標】

単位指標名

指標データ 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標

式

指標の狙い

2 02100100-0103

令和04年度日進市事務事業評価シート
○令和 4年度に記載した具体的な改善内容

現状、駅周辺の放置自転車等は減少傾向にあるため、費用対効果を高められるよう委託業務
令和 4年度に 内容の見直しを検討する。

実施する具体的な

改善内容

今後 駅周辺の自転車等放置禁止区域に設置された路面標示等について、経年劣化等による損傷が
（１～３年以内） 目立つ箇所があるため、効果的な更新計画を検討し予算計上を行っていく。

実施可能な

改善内容

令和 4年度に
放置自転車撤去保管返還業務を委託し、赤池駅・日進駅・米野木駅周辺の放置自転車等撤去
に努めた。市内の自転車等放置禁止区域について、交通安全・防犯アドバイザーによる巡回

取り組んだこと 点検及び撤去を行った。

駅周辺の放置自転車等は減少傾向にあり駅周辺の交通環境の維持につながっている。

成果

引き続き放置禁止区域の周知や放置自転車等に対する啓発等を行うことにより、駅周辺を始

課題 め市内全域において、市民生活の安全や快適な交通環境の維持に努める必要がある。

３　事業の分析「CHECK（評価）」

評価結果 Ｂ 現状のまま継続 前年度評価結果 Ｂ
駅周辺における放置禁止区域の指定により放置自転車等は減少傾向が続きほぼ解消できた。
引き続き市内の交通環境向上のため事業を継続する。

評価の理由

４　今後の方向性「A


